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第１３次労働災害防止計画（化学物質関係抜粋） 

 

１ 計画のねらい 

（１）（略） 

（２）計画期間 

   2018 年度から 2022 年度までの５か年を計画期間とする。 

（３）計画の目標 

   国、事業者、労働者等の関係者が一体となって、一人の被災者も出さないという

基本理念の実現に向け、以下の目標を計画期間中に達成することを目指す。 

①～③（略） 

④ 上記以外の目標については、以下のとおりとする。 

（中略） 

・ 化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（以下「GHS」という。）に

よる分類の結果、危険性又は有害性等を有するとされる全ての化学物質につい

て、ラベル表示と安全データシート（以下「SDS」という。）の交付を行ってい

る化学物質譲渡・提供者の割合を80％以上（ラベル表示60.0％、SDS交付51.6％：

2016 年）とする。 

（４）（略） 

 

２ 安全衛生を取り巻く現状と施策の方向性 

（１）～（４）（略） 

（５）化学物質による健康障害の現状と対策の方向性 

   産業現場で使用される化学物質は約 70,000 種類に及び、毎年 1,000 物質程度の

新規化学物質の届出がなされている。これら膨大な種類の化学物質のうち、労働安

全衛生関係法令によって、ばく露防止措置、作業環境測定、特殊健康診断、ラベル

表示、リスクアセスメント等の実施が義務付けられているものは 663 物質であるが、

その他多くの化学物質については、対策の基本となる危険性や有害性等の情報の通

知さえ十分行われているとはいえない状況にある。 

   欧米諸国においては、GHS に定められた分類手法に基づき、化学物質の製造又は

輸入を行う事業者が、譲渡・提供する全ての化学物質について分類を行い、危険性

又は有害性等のある物質についてラベル表示や SDS 交付を行う仕組みが整備されて

いる。 

   また、近年、胆管がんや膀胱がんといった化学物質による重篤な健康障害が発生
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しているが、職業性疾病を疑わせる段階において、国がこうした事案を把握できる

仕組みがないことから、事業者による自主的な情報提供等を端緒として、実態把握

や対策を講じざるを得ない状況にある。 

 こうした状況を踏まえると、国際的な動向も踏まえ、化学物質の危険性又は有害

性等に関する情報提供の在り方や、化学物質による健康障害の発生が疑われる事案

を国が把握できる仕組みの検討が必要な状況にある。 

   このほか、石綿による健康障害の防止については、国内の石綿使用建築物の耐用

年数から推計した解体棟数が、2017 年の約６万棟から、2030 年頃のピーク時には約

10 万棟まで増加することを踏まえ、対策の強化に取り組むことが必要な状況にあ

る。 

 

３ 計画の重点事項 

  先に述べた安全衛生を取り巻く現状と対策の方向性を踏まえ、以下の８項目を重点

事項とする。 

（１）死亡災害の撲滅を目指した対策の推進 

（２）過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進 

（３）就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進 

（４）疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進 

（５）化学物質等による健康障害防止対策の推進 

（６）企業・業界単位での安全衛生の取組の強化 

（７）安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進 

（８）国民全体の安全・健康意識の高揚等 

 

４ 重点事項ごとの具体的取組 

（１）～（４）（略） 

（５）化学物質等による健康障害防止対策の推進 

ア 化学物質による健康障害防止対策 

（ア）国際動向等を踏まえた化学物質による健康障害防止対策 

・ 特定化学物質障害予防規則等の特別規則による健康障害防止措置の実施やラ

ベル表示及び SDS 交付の対象としている物質は 663 物質であるが、その他の多

くの化学物質については、健康障害防止措置が義務付けられていない。こうし

た中で、663 物質以外の化学物質がその危険性や有害性が情報伝達されないま

まに、規制対象物質の代替品として用いられる動きが認められる。 
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このような状況を踏まえ、ラベル表示及び SDS 交付の在り方について検討す

るとともに、国による支援の充実等必要な環境整備を推進する。  

・ 化学物質の危険性又は有害性等が不明であることは当該化学物質が安全又は

無害であることを意味するものではないことから、これらの危険性又は有害性

等が判明していない化学物質が安易に用いられることのないようにするため、

事業者及び労働者に対して、必要な対策を講じることを指導・啓発する。 

（イ）リスクアセスメントの結果を踏まえた作業等の改善 

・ 化学物質のリスクアセスメントの結果に基づく作業等の改善方法を具体的に

分かりやすく示していくなど、作業改善の実効性を上げるための支援策を充実

する。 

・ 最新の科学的知見に基づき、ラベル表示・SDS 交付の対象物質を見直す。 

・ 作業環境測定の実施方法に個人サンプラーによる測定方法を追加し、作業態

様に応じた測定・評価方法を選択できるようにする。 

・ 作業環境測定の結果等と特殊健康診断の結果を結びつけるなど、総合的な健

康確保対策が講じられる方策を検討する。 

（ウ）化学物質の有害性情報の的確な把握 

・ 化学物質が健康に及ぼす影響について、引き続き国内外における知見を迅速

かつ的確に収集し、規制の見直しに活用するとともに、収集した有害性等の情

報を広く事業者等に提供する。 

（エ）有害性情報等に基づく化学物質の有害性評価と対応の加速 

・ 国際的に労働者への発がん性等の指摘がなされている化学物質のリスク評価

及びリスク評価結果に基づく健康障害防止対策について、諸外国における規制

の動向と背景、判断基準や優先順位等に係る情報の収集等について検討し、更

なる効率化、迅速化を図る。 

（オ）遅発性の健康障害の把握 

・ 近年発生した胆管がん事案、膀胱がん事案等、遅発性の健康障害の事案を的

確に把握できるようにするため、例えば、化学物質等による職業性疾病を疑わ

せる事例を把握した場合に国に報告がなされる仕組みづくりや、独立行政法人

労働者健康安全機構と連携し、国内の労働者のがん等の疾病と職業歴や作業方

法、使用物質等の関係の情報を収集・蓄積して、その結果を活用する方策等を

検討する。 

（カ）化学物質を取り扱う労働者への安全衛生教育の充実 

・ 事業者による化学物質の管理を実効あるものとするためには、労働者が化学
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物質の危険性又は有害性等やばく露防止の方法等を正しく理解することが重要

である。このため、雇入れ時等の安全衛生教育において、化学物質のラベル表

示や SDS による情報について理解を深められるようにしたり、保護具の正しい

着用方法等の具体的な内容を習得できるようにしたりするなど、その充実を検

討する。 

イ～オ （略） 

（６）（略） 

（７）安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進 

（中略） 

・ 事業者による化学物質の管理を実効あるものとするためには、労働者が化学物質

の危険性又は有害性等やばく露防止の方法等を正しく理解することが重要である。

このため、雇入れ時等の安全衛生教育において、化学物質のラベル表示や SDS によ

る情報について理解を深められるようにしたり、保護具の正しい着用方法等の具体

的な内容を習得できるようにしたりするなど、その充実を検討する。（再掲） 

（８）（略） 


